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平成 23 年 10 月 28 日 

社援発 1028 第１号 

 

   都道府県知事 

   指定都市の長 

各  中核市の長      殿 

   地方厚生（支）局長 

   関係団体の長 

 

 

 

                        厚生労働省社会・援護局長 

 

 

 

 

社会福祉士及び介護福祉士法施行規則等の一部を改正する省令の施行について 

（介護福祉士養成施設における医療的ケアの教育及び実務者研修関係）（通知） 

 

 

 

介護福祉士については、先の第177回国会（常会）において成立した「介護サービスの基盤

強化のための介護保険法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第72号。以下「介護保険法

等一部改正法」という。）が平成23年６月22日に公布され、その業務内容に喀痰吸引等が追加

され、平成24年４月１日に施行されます。 

また、平成19年に成立した「社会福祉士及び介護福祉士法等の一部を改正する法律」（平成

19年法律第125号。以下「19年改正法」という。）における介護福祉士の資格取得方法の見直

しについて、施行期日が平成24年４月１日から平成27年４月１日に変更されました。 

併せて、介護保険法等一部改正法のうち介護福祉士関係の内容に係る詳細については、「社会

福祉士及び介護福祉士法施行規則等の一部を改正する省令」（平成23年厚生労働省令第132号。

以下「改正省令」という。）により示されました。 

これらの具体的内容及び留意事項については下記のとおりですので、通知します。 

 

 

 

 

 

○写  
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記 

 

１．介護福祉士養成施設における医療的ケアの追加 

  介護保険法等一部改正法により、平成27年度以降は、介護福祉士がその業務として喀痰吸

引等を行うことが可能となったため、介護福祉士養成施設の養成課程においても、医療的ケ

ア（喀痰吸引等）に関する教育を行う必要があること。 

  介護福祉士養成施設における医療的ケアの教育に係る要件等については、改正省令に定め

るもののほか、以下のとおりとすること。 

 

（１）教育内容・時間 

  ① 基本研修 

    講義形式で実施する基本研修の教育時間は、実時間で50時間以上とすること。 

  ② 演習 

    基本研修を修了した生徒に対しては、シミュレーター等を活用した演習を行うこと。 

  ③ 実地研修 

     実地研修を安全に実施するために、喀痰吸引等を必要とする者等の書面による同意、

関係者による連携体制の確保等の要件を満たしている必要があり、その具体的内容につ

いては、「社会福祉士法及び介護福祉士法の一部を改正する法律の施行について（喀痰吸

引等関係）」に準じて取り扱うこと。 

    なお、介護福祉士の資格取得後に、介護保険法等一部改正法による改正後の社会福祉

士及び介護福祉士法（昭和62 年法律第30 号。以下「改正後の士士法」という。）第48

条の６第１項に規定する登録喀痰吸引等事業者（以下「登録喀痰吸引等事業者」という。）

において実地研修を実施することが認められていることから、介護福祉士養成施設にお

いては、必ずしも生徒に対して実地研修を実施しなくても、当該介護福祉士養成施設を

卒業させることは可能である。 

    しかしながら、介護福祉士養成課程の中で、可能な限り実地研修を実施することが望

ましく、また、仮に実地研修を実施することができない場合であっても、可能な限り見

学の機会を設けることが望ましいことから、各介護福祉士養成施設においては、この点

に留意してカリキュラムを編成すること。 

 

（２）教員要件 

領域「医療的ケア」においては、他の三領域のように「当該領域における一貫性及び統

一性が確保された科目の編成、授業の運営等につき責任を有する者」を配置する必要はな

いが、当該領域における教育内容の水準を担保し、医療的ケアが安全かつ適切に実施され

るよう、その教員については、医療的ケア教員講習会修了者等であって、かつ、医師、保

健師、助産師又は看護師の資格取得後５年以上の実務経験を有する者を配置すること。 

また、当該介護福祉士養成施設の正規の教員ではなく、外部から教員を招へいし、「医療
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的ケア」の教育を担当させることも可能であること。ただし、その場合には、当該教員に

ついて上記の要件を満たす必要があること。 

なお、医療的ケア教員講習会の具体的内容・実施要件等については、「実務者研修教員講

習会及び医療的ケア教員講習会の実施について」（平成23年10月28日社援発第1028第３

号）を参照されたい。 

 

（３）評価方法    

   医療的ケアに関する生徒の評価方法については、別途定める通知による。 

 

（４）他の機関等と連携等を行うことにより教育の一部を実施させる場合 

領域「医療的ケア」については、介護福祉士養成施設が自ら実施することが困難である

場合には、他の介護福祉士養成施設、介護福祉士学校、福祉系高等学校等（特例高等学校

等を含む。以下同じ。）、改正後の士士法附則第４条第２項に規定する登録研修機関等に実

施させることも可能であること。 

 

（５）教育の開始時期 

平成27年度以降の介護福祉士試験より、医療的ケアの内容が追加されることから、各介

護福祉士養成施設においては、各養成課程の入所者の卒業時期が平成27年度以降となる場

合には、当該生徒に対して医療的ケアの教育を行う必要があること。例えば、２年制の介

護福祉士養成施設であれば平成26年度以降の入所者が、４年制の介護福祉士養成施設であ

れば平成24年度以降の入所者が「平成27年度以降の卒業者」となることが見込まれるこ

と。 

その場合には、教育カリキュラム等の変更について、変更があった日から1か月以内に

介護福祉士養成施設の所在地を管轄する地方厚生（支）局に対して届出を行う必要がある

こと。 

また、平成24年度における教員要件の変更届に関し、領域「医療的ケア」を担当する教

員については、届出までに医療的ケア教員講習会を修了することが困難であることに鑑み、

医療的ケア教員講習会修了予定として届出を行うことも差し支えないこと。 

なお、平成27年度以前であっても、改正後の士士法附則第４条第２項に規定する登録研

修機関（以下「登録研修機関」という。）としての登録を受けることにより、登録研修機関

として医療的ケアの教育を行うことが可能であること。その際、当該介護福祉士養成施設

は、登録研修機関が満たすべき要件を満たした上で、都道府県知事に申請をする必要があ

ること。 

   また、演習の実施に伴い演習室の改修・増設等を行う場合、あらかじめ介護福祉士養成

施設の所在地を管轄する地方厚生（支）局に対して校舎の各室の用途等の変更の申請をす

る必要があること。この申請については、必要に応じ平成23年度中に行うことも差し支え

ないこと。 
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（６）その他 

本通知に定めるもののほか、介護福祉士養成施設における医療的ケアの取扱いに関して

は、別添による改正後の「社会福祉士養成施設及び介護福祉士養成施設の設置及び運営に

係る指針について」（平成20年３月28日社援発第0328001号。以下「養成施設の設置運営

指針」という。）によること。 

  なお、19年改正法第3条の規定による改正後の社会福祉士及び介護福祉士法附則第2条

の規定により、同法第40条第2項第1号から第3号までのいずれかに該当する者であって、

介護福祉士でないものは、当分の間、准介護福祉士となる資格を有することとされている

が、准介護福祉士は、今後の廃止を前提とした暫定的な資格であることから、各介護福祉

士養成施設においては、准介護福祉士資格の取得を目的とした募集を行わないこと。 

 

２．実務経験者に対する実務者研修（６月研修）の取扱い 

認知症高齢者の増加、成年後見・権利擁護への対応など、介護福祉士に新しい役割が求め

られている中で、３年以上の実務経験者に係る介護福祉士の資格取得方法については、実務

経験だけでは、十分に修得できない知識・技術を身に付けることが必要であり、19年改正法

により、新たに実務者研修の受講が義務付けられた。 

しかしながら、介護福祉士による喀痰吸引等の実施や、身近な地域での研修受講など、働

きながらでも受講しやすい仕組みの構築等に一定の期間を要することから、介護保険法等一

部改正法により、その施行時期が３年延期され、平成 27 年４月１日とされた（19 年改正法

公布時の施行予定は平成24年４月１日）。 

  この実務者研修の実施主体に係る要件等については、改正省令に定めるもののほか、以下

のとおりとすること。 

なお、実務経験者に対して実務者研修の受講が義務付けられるのは平成27年度であるが、

平成24年度以降に初めて介護等の業務に従事する者（介護福祉士試験の受験時に実務者研修

の受講が義務付けられる者）が希望すれば早期の段階から数年間かけて尐しずつ実務者研修

を受講できるよう、各養成施設におかれては、平成27年度以前の指定申請を積極的に行われ

たいこと。その他の関係各位におかれては、各養成施設が早期に指定申請を行えるよう特段

の配慮をお願いしたいこと。 

 

（１）実施主体 

実務者研修を実施する養成施設（以下「実務者養成施設」という。）については、地方公

共団体、学校法人及び社会福祉法人に限定されるものではなく、営利法人やＮＰＯ法人な

ど、法人格を取得している者であれば可能であること。 

なお、複数の法人等が連携して実務者研修を実施することも可能であるが、その場合に

は、実務者研修の責任体制を明確にするため、代表となる法人等（以下「代表法人等」と

いう。）を定めた上で、代表法人等名により実務者養成施設としての指定申請を行うこと。
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この場合、実務者養成施設としての指定を受けているのは、あくまでも代表法人等である

ことに留意すること。 

 

（２）教育方法 

実務者研修については、専ら通学による方法（以下「通学課程」という。）と、通信課程

を中心としつつ、一部通学を組み合わせる方法（以下「通信主体の課程」という。）の両方

を認めていること。 

なお、通信課程における教育方法としては、大学通信教育設置基準（昭和56年文部省令

第33号）等に規定する印刷教材等による授業、放送授業、面接授業、メディアを利用して

行う授業等が想定されること。 

 

（３）他の養成施設等と連携等を行うことにより教育の一部を実施させる場合 

   通学課程及び通信主体の課程のいずれにおいても、基本的には、その実施主体が教育を

行うことを想定しているが、教育の質が担保される場合には、教育の一部について他の法

第40条第２項第１号から第３号又は第５号の規定に基づく学校又は養成施設等（以下「他

の養成施設等」という。）に実施させることが可能であること。 

   ただし、実務者研修の実施に係る最終的な責任はあくまでも実務者養成施設が負うもの

であり、また、尐なくとも実務者研修の一部については実務者養成施設が自ら研修を行う

必要があるものとし、研修の全てを他の養成施設等に実施させることは認められないこと。 

なお、面接授業によらなければならない「介護過程Ⅲ」の教育を他の養成施設等に実施

させる場合においては、その実施先は、他の養成施設等又は介護実習Ⅱを行う介護実習施

設のいずれかによるものとし、その実施先の教員は、実務者養成施設が「介護過程Ⅲ」の

教育を行う際に課されている要件と同じ要件を満たす必要があること。 

同様に、医療的ケアの教育を他の養成施設等に実施させる場合においては、その実施先

の教員は、実務者養成施設が医療的ケアの教育を行う際に課されている要件と同じ要件を

満たす必要があること。 

その他の科目の教育を他の養成施設等に実施させる場合においては、その実施先の教員

は、その教育内容について相当の学識経験を有する者又は実践的な能力を有する者を充て

る必要があること。 

 

（４）他研修等の修了認定 

① 修了認定の考え方 

地域の団体等で実施されている研修であって、一定の内容・質が担保されているもの

を修了した場合においては、実務者研修の相当する科目について、実務者養成施設で履

修し修得したものとみなす（以下「修了認定」という。）ことが可能であること。修了認

定は科目単位で行われ、当該科目については、実務者養成施設において改めて履修する

必要がないこと。 
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  ② 修了認定の対象となる研修の条件 

修了認定の対象となる研修は、以下の全ての条件を満たしている必要があること。 

ア 実務者研修の教育内容における「教育に含むべき事項」が含まれている研修を当該

科目の時間数以上行っていること。 

イ 認定の対象となる研修を行う者（以下「認定研修実施者」という。）によって研修受

講者の受講状況（出欠等）が確実に管理されていること。 

ウ 実務者研修の到達目標と同様の観点から修了評価を適切に行っていること。 

 

  ③ 認定研修実施者の義務等 

認定研修実施者は、修了認定の対象となる研修を実施する１か月前までに、主たる事

務所の所在地を管轄する地方厚生（支）局（以下「所管厚生局」という。）に別添の様式

により届け出ること。ただし、訪問介護員養成研修、介護職員基礎研修、認知症介護実

践者研修、文部科学大臣及び厚生労働大臣の指定を受けている介護福祉士学校及び福祉

系高等学校等並びに厚生労働大臣の指定を受けている介護福祉士養成施設が行う教育科

目（実務者研修の教育内容と同様の教育を行う科目に限る。）、喀痰吸引等研修について

は、当然に修了認定の対象となるため、所管厚生局に改めて届け出る必要はないこと。 

また、認定研修実施者は、修了認定の対象となる研修の修了者に対して、別に示す「実

務者研修認定ガイドライン」に添付されている研修修了証（実務者研修認定用）を、主

たる事務所の所在地等を記載し、代表者名により交付するとともに、実務者養成施設か

らの照会等に対して適切に対応できるよう、研修修了後も修了者名簿及び研修概要（シ

ラバス等）を管理する等の措置を講じ、実務者養成施設の照会に応じること。 

なお、認定研修実施者が解散する場合には、修了者名簿及び研修概要を所管厚生局に

提出することとし、一定期間は所管厚生局において管理すること。 

 

  ④ 実務者養成施設における取扱い 

他研修等の修了認定を希望する実務者養成施設の生徒は、認定研修実施者から交付を

受けた研修修了証の写しを実務者養成施設に提出すること。実務者養成施設においては、

当該提出を受けた研修修了証を確認した結果、実務者研修の教育内容の一部について修

了認定が可能であると判断する場合には、修了認定を行うことができること。その際、

実務者養成施設においては、研修修了証に記載された研修内容についての不明点につい

て、必要に応じて認定研修実施者又は所管厚生局に照会すること。文部科学大臣及び厚

生労働大臣の指定を受けている介護福祉士学校及び福祉系高等学校等並びに厚生労働大

臣の指定を受けている介護福祉士養成施設が行う教育科目についても同様の扱いとする

こと。 

なお、研修内容が修了認定可能な水準に達しており、かつ、生徒が他研修等の修了認

定を希望しているにもかかわらず、実務者養成施設において、合理的理由がなく修了認
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定を行わないという運用がなされないよう、留意されたいこと。 

ただし、他研修等の修了認定を希望する生徒の知識・技術の修得水準が不十分である

と判断される場合には、実務者養成施設において補足的な講義等を行った上で、修了認

定を行うこと。 

 

⑤ その他 

その他、「他研修等の修了認定」については、別に示す「実務者研修認定ガイドライン」

を参照されたいこと。 

 

（５）その他 

実務者養成施設の指定に係る実地調査については、教育を他の養成施設等に実施させる

場合の実施先を含め図面の審査で差し支えないこと。 

実務者養成施設にあっては、可能な限り低廉な費用で開講することが望ましいこと。 

  ３年以上介護等の業務に従事した者であって、実務者研修を修了した者は、介護福祉士

試験の実技試験を免除すること。 

   本通知に定めるもののほか、実務者養成施設の設置及び運営に関しては、別添による改

正後の養成施設の設置運営指針によること。 

 

３．関係通知の改正 

  養成施設の設置運営指針を別添のとおり改正すること。 

  なお、この改正は平成27年４月１日から適用するものであるが、生徒に対して医療的ケア

の教育を行う介護福祉士養成施設及び同日以前から実務者研修を実施する実務者養成施設に

ついては、適用前であっても改正後の養成施設の設置運営指針により運営等を行うこと。 
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 （様式） 

 

実務者研修認定研修実施届出書 

（注）開催要綱等、研修の内容がわかる資料を添付すること。  

   毎年度研修を行う場合であって、研修内容に変更がない場合は、研修内容がわかる資料の添付は

省略して差し支えないこと。 

   当講習会の内容は、上記のとおりです。  

平成 年 月 日  

法人・機関名：  

法人・機関代表者氏名：                                印    

研修の名称   

実施主体の名称   

実施主体の主たる 

事務所の所在地等  

 

                    電話番号：  

研修を実施する会場の所在地（都道府県単位）   

開 講 ス ケ ジ ュー ル 受 講 定 員 

年 月 日 ～  年 月 日 年 月 日 ～  年 月 日 年 月 日 ～  年 月 日 年 月 日 ～  年 月 日  

責任者の氏名  

実務者研修科目

名（時間数）  

 認 定 研 修 内 容   

研 修 科 目 名 教育の内容 開講時間数 

 

 

 

（ 時間） 

   

   

   

合計  

 

 

 

（ 時間） 

   

   

   

合計  

 

 

 

（ 時間） 

   

   

   

合計  

■ 修了評価の方法 
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（別添） 

○社会福祉士養成施設及び介護福祉士養成施設の設置及び運営に係る指針について（平成20年３月28日社援発第0328001号） 

 

（傍線の部分は改正部分） 

改正後 改正前 

平成２０年３月２８日 

社援発第 0328001 号 

〔第１次改正〕 

平成２３年 10 月 28 日 

社援発 1028 第１号 

各 都 道 府 県 知 事 

各 指 定 都 市 長 

各 中 核 市 長  殿 

各 関 係 団 体 の 長 

各地方厚生（支）局長 

厚生労働省社会･援護局長 

 

社会福祉士養成施設及び介護福祉士養成施設の設置及び運営に係る指針

について 

 

 社会福祉士及び介護福祉士法（昭和 62 年法律第 30 号）第７条第２

号及び第３号又は第40条第２項第１号から第３号若しくは第５号の規

定に基づく養成施設の指定の基準については、社会福祉士介護福祉士

養成施設指定規則（昭和62年厚生省令第50号）（以下「養成施設指定

規則」という。）に定められているところですが、その設置及び運営に

係る具体的な基準について、今般、別添１のとおり「社会福祉士養成

施設の設置及び運営に係る指針」を、別添２のとおり「介護福祉士養

成施設の設置及び運営に係る指針」を定め、養成施設の指定に際して

は、養成施設指定規則によるほか、これらの指針に基づき行うことと

平成２０年３月２８日 

社援発第 0328001 号 

 

 

 

各 都 道 府 県 知 事 

各 指 定 都 市 長 

各 中 核 市 長  殿 

各 関 係 団 体 の 長 

各地方厚生（支）局長 

厚生労働省社会･援護局長 

 

社会福祉士養成施設及び介護福祉士養成施設の設置及び運営に係る指針

について 

 

 社会福祉士及び介護福祉士法（昭和 62年法律第 30号）第７条第２

号及び第３号又は第 39 条第１号から第３号までの規定に基づく養成

施設の指定の基準については、社会福祉士介護福祉士養成施設指定規

則（昭和 62年厚生省令第 50号）（以下「養成施設指定規則」という。）

に定められているところですが、その設置及び運営に係る具体的な基

準について、今般、別添１のとおり「社会福祉士養成施設の設置及び

運営に係る指針」を、別添２のとおり「介護福祉士養成施設の設置及

び運営に係る指針」を定め、養成施設の指定に際しては、養成施設指

定規則によるほか、これらの指針に基づき行うこととし、平成 21 年
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し、平成21年４月１日（社会福祉士及び介護福祉士法施行令（昭和62

年政令第 402 号）附則第２条第２項の規定に基づく指定を行う場合に

あっては、平成20年４月１日）より適用することとしましたので通知

します。 

 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４月１日（社会福祉士及び介護福祉士法施行令（昭和 62年政令第 402

号）附則第２条第２項の規定に基づく指定を行う場合にあっては、平

成 20年４月１日）より適用することとしましたので通知します。 

 

 （略） 
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別添２ 

介護福祉士養成施設の設置及び運営に係る指針 

 

Ⅰ 社会福祉士及び介護福祉士法（昭和62年法律第30号。以下「法」

という。）第40条第２項第１号から第３号までに規定する養成施設 

 

 １ （略） 

 

２ 校地・校舎等及び施設設備等に関する事項 

（１）～（９） （略） 

（10）教育上必要な機械器具及び模型については、次のものを整備す

るとともに、その時々の新しい介護ニーズに応じた教育用機械器

具等の充実に努めること。 

品名 数量 備考 

（略） （略） （略） 

吸引装置一式 適当数  

経管栄養用具一式 適当数  

処置台又はワゴン 適当数  

吸引訓練モデル 適当数  

経管栄養訓練モデル 適当数  

心肺蘇生訓練用器材一式 適当数  

人体解剖模型 １ 
全身模型とし、分解

数は問わない。 

（注）処置台又はワゴンについては、専ら演習の用に供するものであっ

て、代替する機能を有する床頭台等でも差し支えないこと。 

（11）・（12） （略） 

 

 

 

別添２ 

介護福祉士養成施設の設置及び運営に係る指針 

 

 

 

 

 １ （略） 

 

２ 校地・校舎等及び施設設備等に関する事項 

（１）～（９） （略） 

（10）教育上必要な機械器具及び模型については、次のものを整備す

るとともに、その時々の新しい介護ニーズに応じた教育用機械器

具等の充実に努めること。 

品名 数量 備考 

（略） （略） （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（11）・（12） （略） 
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３ 設置計画書等に関する事項 

（１）法第40条第２項第１号から第３号までの規定に基づく養成施設

（以下「介護福祉士養成施設」という。）を設置しようとする者は、

授業を開始しようとする日の１年前までに様式１による介護福祉

士養成施設設置計画書を地方厚生（支）局長に提出すること。 

 

 （２）～（５） （略） 

 

 ４・５ （略） 

 

６ 生徒に関する事項 

（１） （略） 

（２）入所資格の審査は、法令の定めるところに従い適正に行うこと

とし、入所の選考は、学力検査の成績等を勘案して適正に行うこ

と。 

また、入所志願者に対しては、入所願書にあわせて、それぞれ

次の書類を提出させること。 

なお、法第40条第２項第２号に基づく社会福祉に関する科目の

読み替えの範囲については別途示す。 

ア 法第40条第２項第１号に該当する者 

高等学校卒業証明書等大学に入所することができることを証

する書面 

イ 法第40条第２項第２号に該当する者 

大学（大学院及び短期大学を含む。）、高等学校の専攻科若し

くは中等教育学校の専攻科、特別支援学校の専攻科、専修学校

の専門課程又は各種学校の卒業証明書（学校教育法第102条第

２項の規定により大学院への入所が認められた者にあっては、

そのことを証明する書面）及び様式３による法第40条第２項第

２号に基づく社会福祉に関する科目の履修証明書 

ウ 法第40条第２項第３号に該当する者 

３ 設置計画書等に関する事項 

（１）社会福祉士及び介護福祉士法（昭和62年法律第30号。以下「法」

という。）第39条第１号から第３号までの規定に基づく養成施設

（以下「介護福祉士養成施設」という。）を設置しようとする者は、

授業を開始しようとする日の１年前までに様式１による介護福祉

士養成施設設置計画書を地方厚生（支）局長に提出すること。 

 （２）～（５） （略） 

 

 ４・５ （略） 

 

６ 生徒に関する事項 

（１） （略） 

（２）入所資格の審査は、法令の定めるところに従い適正に行うこと

とし、入所の選考は、学力検査の成績等を勘案して適正に行うこ

と。 

また、入所志願者に対しては、入所願書にあわせて、それぞれ

次の書類を提出させること。 

なお、法第39条第２号に基づく社会福祉に関する科目の読み替

えの範囲については別途示す。 

ア 法第39条第１号に該当する者 

高校卒業証明書等大学に入所することができることを証する

書面 

イ 法第39条第２号に該当する者 

大学（大学院及び短期大学を含む。）、高等学校の専攻科若し

くは中等教育学校の専攻科、特別支援学校の専攻科、専修学校

の専門課程又は各種学校の卒業証明書（学校教育法第102条第

２項の規定により大学院への入所が認められた者にあっては、

そのことを証明する書面）及び様式３による法第39条第２号に

基づく社会福祉に関する科目の履修証明書 

ウ 法第39条第３号に該当する者 
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当該養成所の卒業証明書 

（３）（４） （略） 

 

（５）他の法第40条第２項第１号から第３号までの規定に基づく学校

又は養成施設（以下「他の養成施設等」という。）において履修し

た科目については、生徒からの申請に基づき、個々の既修の学習

内容を当該他の養成施設等のシラバス等により評価し、当該介護

福祉士養成施設における教育内容に相当するものと認められる場

合には、総履修時間数の２分の１を超えない範囲で当該介護福祉

士養成施設における科目の履修に代えて差し支えないこと。 

 （６）～（８） （略） 

 

７ 教員に関する事項 

（１）～（３） （略） 

（４）専任教員以外の教員については、教育する内容について、相当

の学識経験を有する者又は実践的な能力を有する者として介護福

祉士養成施設が認めたものであること。ただし、医療的ケアの領

域に区分される教育内容を教授する教員については、医療的ケア

教員講習会修了者等であって、かつ、医師、保健師、助産師又は

看護師の資格を取得した後５年以上の実務経験を有する者である

こと。なお、養成施設指定規則第５条第９号の２の「その他その

者と同等以上の知識及び技能を修得していると認められる者」に

は、介護職員によるたんの吸引等の試行事業又は「介護職員等に

よるたんの吸引等の実施のための研修事業（指導者講習）の開催

について」（老発第0824第1号平成23年8月24日。以下「研修

事業」という。）（不特定多数の者を対象としたものに限る。）にお

ける指導者講習を修了した者が含まれること。 

 

 ８ 教育に関する事項 

 （１）養成施設指定規則別表第４に定める教育内容は、法第40条第２

当該養成所の卒業証明書 

（３）（４） （略） 

 

（５）他の法第39条第１号から第３号までの規定に基づく学校又は養

成施設（以下「他の養成施設等」という。）において履修した科目

については、生徒からの申請に基づき、個々の既修の学習内容を

当該他の養成施設等のシラバス等により評価し、当該介護福祉士

養成施設における教育内容に相当するものと認められる場合に

は、総履修時間数の２分の１を超えない範囲で当該介護福祉士養

成施設における科目の履修に代えて差し支えないこと。 

（６）～（８） （略） 

 

７ 教員に関する事項 

（１）～（３） （略） 

（４）専任教員以外の教員については、教育する内容について、相当

の学識経験を有する者又は実践的な能力を有する者として介護福

祉士養成施設が認めたものであること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ８ 教育に関する事項 

 （１）養成施設指定規則別表第４に定める教育内容は、法第39条第１
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項第１号の養成施設にあっては別表１の内容以上、同項第２号の

養成施設にあっては別表２の内容以上、同項第３号の養成施設に

あっては別表３の内容以上であること。 

 （２）～（４） （略） 

 

９ 実習に関する事項 

（１）～（11） （略） 

（12）介護実習における医療的ケアの実地研修の扱いについては、９

の２によること。 

 

９の２ 医療的ケアに関する事項 

（１）基本研修に関する事項 

   基本研修の時間数は、休憩時間を除いた実時間で50時間以上と

すること。 

（２）演習に関する事項 

医療的ケアの演習については、医療的ケアの種類に応じて、そ

れぞれ次の回数以上の演習を実施すること。併せて、救急蘇生法

演習についても１回以上実施すること。 

  ア 喀痰吸引 

  （ア）口腔 ５回以上 

  （イ）鼻腔 ５回以上 

  （ウ）気管カニューレ内部 ５回以上 

  イ 経管栄養 

  （ア）胃ろう又は腸ろう ５回以上 

  （イ）経鼻経管栄養 ５回以上 

（３）実地研修に関する事項 

ア 実地研修を行うことができる生徒は、医療的ケアの講義及び

演習を修了した生徒に限られること。 

イ 実地研修の回数は、医療的ケアの種類に応じて、それぞれ次

のとおりとすること。ただし、実地研修を安全に実施するため

号の養成施設にあっては別表１の内容以上、同条第２号の養成施

設にあっては別表２の内容以上、同条第３号の養成施設にあって

は別表３の内容以上であること。 

 （２）～（４） （略） 

 

９ 実習に関する事項 

（１）～（11） （略） 
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に、利用者の書面による同意、関係者による連携体制の確保等

の要件（別途定める通知による）を満たしている必要があるこ

と。 

  （ア）喀痰吸引 

    １）口腔 10回以上 

    ２）鼻腔 20回以上 

    ３）気管カニューレ内部 20回以上 

  （イ）経管栄養 

    １）胃ろう又は腸ろう 20回以上 

    ２）経鼻経管栄養 20回以上 

ウ 実地研修は、基本的には医療的ケア又は介護実習の中で実施

することを想定している。なお、実地研修については、例えば、

登録研修機関（法附則第４条第２項に規定する登録研修機関を

いう。以下同じ。）と連携した上で、当該登録研修機関に係る実

地研修施設等を活用することや、登録喀痰吸引等事業者（法第

48 条の６第１項に規定する登録喀痰吸引等事業者をいう。以下

同じ。）との連携なども考えられること。 

エ 医療的ケアの修了要件として、「実地研修の修了」が必須とさ

れているものではないことから、実地研修を修了しなくても養

成施設を卒業させることは可能であるが、生徒が実地研修を修

了した上で卒業し、介護福祉士資格を取得した場合には、当該

生徒は資格取得後の実地研修は不要となるため、各養成施設に

おいては、実地研修を修了した生徒に対して、様式４による実

地研修修了証明書を交付すること。 

（４）介護実習における留意事項 

    実地研修場所としての要件を満たす介護実習施設等で介護実習

を行う場合には、医療的ケアの講義及び演習まで修了した生徒に

対して、可能な限り実地研修も行うよう、特段の配慮をすること。

実地研修の実施が困難な場合には、可能な限り医療的ケアを実施

している介護現場の見学を行うよう、特段の配慮をすること。 
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    なお、医療的ケアの見学及び実地研修を行う介護実習施設等は、

介護実習Ⅰ・Ⅱのいずれでもよいこと。ただし、実地研修を行う

場合には、（３）の要件を満たす必要があること。 

 

10、11 （略） 

 

12（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10、11 （略） 

 

 12 経過措置に関する事項 

（１）平成20年3月31日において現に存する介護福祉士養成施設（以

下「既存養成施設」という。）において、平成21年 4 月から入所す

る者に適用する教育カリキュラム等に関する変更の届出は、平成20

年10月1日までに行わなければならないこと。 

（２）平成21年度において、定員の変更等を行う既存養成施設及び新

規に開設する介護福祉士養成施設については、２の設置計画書等に

関する規定は適用しないものであること。 

（３）社会福祉士及び介護福祉士法施行規則等の一部を改正する省令

（平成20年厚生労働省令第42号。以下「改正省令」という。）附則

第10条に規定する「こころとからだのしくみの領域における一貫性

及び統一性が確保された科目の編成、授業の運営等を行うための必

要な体制が適切に講じられている場合」とは、経過措置としておか

れる教員が自ら担当する科目について適切に授業を行える場合であ

って、かつ、教務主任及び他の領域の専任教員等と連携して、領域

の一貫性、統一性が確保された科目編成、授業運営が可能な場合を

いうものであること。 

（４）養成施設指定規則第５条第14号ロに規定する講習会には、厚生

労働省の補助金を受けて、社団法人日本介護福祉士会が平成20年度

に行う養成施設指定規則第５条第14号ロに規定する講習会に準ずる

内容の講習会を含めて差し支えないこと。 

（５）改正省令附則第14条に規定する「新指定規則第５条第14号ロに

規定する講習会に相当するものとして厚生労働大臣が認める研修」

とは、平成21年３月31 日までの間において、社会福祉法人全国社
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12（略） 

 

 

 

Ⅱ 法第40条第２項第５号に規定する養成施設 

 

１ 設置主体等に関する事項 

設置主体は、法人格を取得している者であること。 

 

２ 校地・校舎等及び施設設備等に関する事項 

  設置者が所有することを原則とせず、実務者研修を適切に実施す

ることができれば、賃借等であっても差し支えないこと。また、教

育上必要な際に使用できる状態であればよいこと。 

 

３ 設置計画書等に関する事項 

法第 40 条第２項第１号から第３号までに規定する養成施設にお

ける取扱いに準ずることとするが、設置・変更に係る届出期限は、

設置・変更日の９か月前までの提出でよいこと。 

 

 ４ 指定申請書等に関する事項 

法第 40 条第２項第１号から第３号までに規定する養成施設にお

ける取扱いに準ずることとするが、開始・変更に係る届出期限は、

開始・変更日の６か月前までの提出でよいこと。 

 

会福祉協議会が行う実習指導者の養成のための研修その他新指定規

則第５条第14号ロに規定する講習会に規定する講習会に相当する講

習会をいうものであり、これに該当すると思われる講習会の実施主

体にあっては、厚生労働省社会･援護局福祉基盤課宛て照会されたい

こと。 

 

13（略） 
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 ５ 学則に関する事項 

法第 40 条第２項第１号から第３号までに規定する養成施設にお

ける取扱いに準ずること。 

 

６ 生徒に関する事項 

（１）入所志願者については、可能な限り入所を認めるよう、特段の

配慮をすること。 

（２）生徒の出席状況は、出席簿等の書類により、確実に把握するこ

と。 

（３）養成施設指定規則別表第５に基づき編成された各科目の出席時

間数が養成施設指定規則に定める時間数の３分の２に満たない者

については、当該科目の履修の認定をしないこと。また、学則に

その旨が明記されていること。 

（４）入所、卒業、成績、出席状況等生徒に関する書類が確実に保存

されていること。 

 

７ 教員に関する事項 

（１）教員の数は、養成施設指定規則別表第５に基づき編成された各

科目を担当するのに適当な数であること。 

（２）原則として、教員は、一の実務者養成施設（一の実務者養成施

設に二以上の課程がある場合は、一の課程）に限り、専任教員と

なるものであること。なお、介護過程Ⅲ及び医療的ケアの領域に

区分される教育内容を教授する教員については、次のとおりの取

扱いとすること。 

 ア 教務に関する主任者 

実務者研修教員講習会修了者等であって、かつ、養成施設指

定規則第７条の２第１号ホ（１）から（５）（同条第２号ハを含

む。）のいずれかに該当する者であること。なお、同号ホの「そ

の他その者と同等以上の知識及び技能を修得していると認めら

れる者」には、介護教員講習会を修了した者、実務者研修教員
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講習会における講師を含むものとすること。 

イ 専任教員 

 養成施設指定規則第 7 条の２第１号ハ（同条第２号ロを含

む。）の専任教員については、教育する内容について、相当の

学識経験を有する者又は実践的な能力を有する者として実務

者養成施設が認めたものであること。 

ウ 介護過程Ⅲ 

介護福祉士実習指導者講習会修了者等であって、かつ、養成

施設指定規則第７条の２第１号ホ（１）から（５）(同条第２号

ハを含む。）のいずれかに該当する者であること。なお、同号ヘ

（同条第２号イにおいて準用する場合を含む。）の「その他その

者と同等以上の知識及び技能を修得していると認められる者」

には、介護教員講習会、実務者研修教員講習会又は介護技術講

習に係る主任指導者養成講習若しくは指導者養成講習を修了し

た者を含むものとすること。 

エ 医療的ケア 

養成施設指定規則第７条の２第１号ト(同条第２号イにおい

て準用する場合を含む。）の基準を満たす必要があること。なお、

同号トの「医療的ケア教員講習会修了者等」の扱いについては、

Ⅰの７の（４）と同様であること。 

 

８ 教育に関する事項 

（１）養成施設指定規則別表第５に定める教育内容は、別表５の内容

以上であること。 

（２）養成施設指定規則別表第５に定める科目には、別表５に定める

当該教育内容に係る「教育に含むべき事項」が全て含まれており、

かつ、当該教育内容に係る「到達目標」が達成されるものである

こと。 

（３）教育方法は、専ら通学による方法（以下「通学課程」という。）

と、通信課程を中心としつつ、一部通学を組み合わせる方法（以
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下「通信主体の課程」という。）の両方を認めていること。 

なお、通信課程における教育方法としては、大学通信教育設置

基準（昭和56 年文部省令第33 号）等に規定する印刷教材等によ

る授業、放送授業、面接授業、メディアを利用して行う授業等が

想定されること。 

通信主体の課程における印刷教材による授業、放送授業、メデ

ィアを利用して行う授業には、養成施設指定規則第７条の２第２

号に定める通信課程に係る基準を適用すること。 

（４）教育の質が担保される場合には、一部の教育について他の養成

施設等（別添２-Ⅱにおいては、第40 条第２項第１号から第３号

若しくは第５号の規定に基づく学校又は養成施設等をいう。以下

同じ。）に実施させることが可能であること。 

   ただし、実務者研修の実施に係る最終的な責任はあくまでも実

務者養成施設が負うものであり、また、尐なくとも実務者研修の

一部については実務者養成施設が自ら研修を行う必要があるもの

とし、研修の全てを他の養成施設等に実施させることは認められ

ないこと。 

なお、面接授業によらなければならない「介護過程Ⅲ」の教育

を他の養成施設等に実施させる場合においては、その実施先は、

他の養成施設等又は介護実習Ⅱを行う介護実習施設のいずれかに

よるものとすること。 

この場合において、実施先における教育の質を担保するため、

教育を担当する教員については、その教育内容について相当の学

識経験を有する者又は実践的な能力を有する者を充てるととも

に、介護過程Ⅲ及び医療的ケアの教育を他の養成施設等に実施さ

せる場合には、７の（２）の要件を満たす必要があること。 

（５）他研修等の修了認定に係る養成施設の留意事項については、「社

会福祉士及び介護福祉士法施行規則等の一部を改正する省令の施

行について（介護福祉士養成施設における医療的ケアの教育及び

実務者研修関係）」（平成23年10月28日社援発1028第1号）の
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とおりであること。 

（６）各科目ごとに修得度の評価を行うこと。評価はレポート、紙上

演習、小テストなど適切な方法により行うこと。 

また、各科目について、評価を行う場合に、到達目標に達して

いないと判断される場合には、課題の再提出及び再評価を行うこ

と。 

 

９ 医療的ケアに関する事項 

基本研修の時間数及び演習並びに実地研修の回数及び条件につい

ては、法第40条第２項第１号から第３号までに規定する養成施設に

おける取扱いと同様であること。併せて、以下の点に留意すること。 

（１）実地研修は、例えば、登録研修機関と連携した上で、当該登録

研修機関に係る実地研修施設等を活用することや、登録喀痰吸引

等事業者との連携なども考えられること。 

（２）医療的ケアの修了要件として、「実地研修の修了」が必須とされ

ているものではないことから、実地研修を修了しなくても養成施

設を卒業させることは可能であるが、生徒が実地研修を修了した

上で卒業し、介護福祉士資格を取得した場合には、当該生徒は資

格取得後の実地研修は不要となるため、各養成施設においては、

実地研修を修了した生徒に対して、様式４による実地研修修了証

明書を交付すること。 

（３）各養成施設においては、医療的ケアの講義及び演習まで修了し

た生徒に対して、可能な限り実地研修を行うよう、特段の配慮を

すること。実地研修の実施が困難な場合には、可能な限り医療的

ケアを実施している介護現場の見学を行うよう、特段の配慮をす

ること。 

 

10 情報開示に関する事項 

法第 40 条第２項第１号から第３号までに規定する養成施設にお

ける取扱いに準ずること。ただし、実務者研修の場合には介護実習
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に関する科目は存在せず、また、実務者研修の性格に鑑みると、生

徒の多くは現に就業中であることが想定されることから、介護実習

及び卒業者の進路に関する情報については、情報開示の対象外とす

ること。 

 

 11 運営に関する事項 

法第 40 条第２項第１号から第３号までに規定する養成施設にお

ける取扱いに準ずること。 

 

 

別表１（法第40条第２項第１号の介護福祉士養成施設関係） 

（略） 

領域 （略） 

こころとか

らだのしく

み 

医療的ケア 領域の目的 

 医療職との連携のもとで医療的ケアを安全・適切

に実施できるよう、必要な知識・技術を修得する。 

教育内容 ねらい 教育に含むべき事

項 

医療的ケア 

（50時間以上） 

 医療的ケア

を安全・適切

に実施するた

めに必要な知

識・技術を修

得する。 

①医療的ケア実施

の基礎 

②喀痰吸引（基礎的

知識・実施手順） 

③経管栄養（基礎的

知識・実施手順） 

④演習 

（注）領域「医療的ケア」に関する留意事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表１（法第39条第１号の介護福祉士養成施設関係） 

（略） 

領域 （略） 

こころとか

らだのしく

み 
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  ・ 「医療的ケア実施の基礎」から「経管栄養（基礎的知識・実施

手順）」までについて50時間の教育を行うこととし、「演習」につ

いては50時間に含めないこと。 

  ・ 「医療的ケア実施の基礎」では、関連する法制度や倫理、関連

職種の役割、救急蘇生法、感染予防及び健康状態の把握など、医

療的ケアを安全・適切に実施する上で基礎となる内容とすること。 

  ・ 「喀痰吸引（基礎的知識・実施手順）」では、喀痰吸引に必要な

人体の構造と機能、小児の吸引、急変状態への対応など、喀痰吸

引を実施するために必要な基礎的知識と実施手順を修得する内容

とすること。 

  ・ 「経管栄養（基礎的知識・実施手順）」では、経管栄養に必要な

人体の構造と機能、小児の経管栄養、急変状態への対応など、経

管栄養を実施するために必要な基礎的知識と実施手順を修得する

内容とすること。 

  ・ 「演習」の回数は次のとおりとすること。 

ア 喀痰吸引：口腔５回以上、鼻腔５回以上、気管カニューレ内

部５回以上 

イ 経管栄養：胃ろう又は腸ろう５回以上、経鼻経管栄養５回以

上 

※ 救急蘇生法演習（１回以上）も併せて行うこと。 

 

 

別表２（法第40条第２項第２号の介護福祉士養成施設関係） 

（略） 

領域 （略） 

こころとか

らだのしく

み 

医療的ケア 領域の目的 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表２（法第39条第２号の介護福祉士養成施設関係） 

（略） 

領域 （略） 

こころとか

らだのしく

み 
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 医療職との連携のもとで医療的ケアを安全・適切に

実施できるよう、必要な知識・技術を修得する。 

教育内容 ねらい 教育に含むべき事

項 

医療的ケア 

（50時間以上） 

 医療的ケア

を安全・適切

に実施するた

めに必要な知

識・技術を修

得する。 

①医療的ケア実施

の基礎 

②喀痰吸引（基礎的

知識・実施手順） 

③経管栄養（基礎的

知識・実施手順） 

④演習 

（注）領域「医療的ケア」に関しては、別表１の留意事項と同様に取り

扱うこと。 

 

 

別表３（法第40条第２項第３号の介護福祉士養成施設関係） 

（略） 

領域 （略） 

こころとか

らだのしく

み 

医療的ケア 領域の目的 

 医療職との連携のもとで医療的ケアを安全・適切に

実施できるよう、必要な知識・技術を修得する。 

教育内容 ねらい 教育に含むべき事

項 

医療的ケア 

（50時間以上） 

 医療的ケア

を安全・適切

に実施するた

①医療的ケア実施

の基礎 

②喀痰吸引（基礎的

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表３（法第39条第３号の介護福祉士養成施設関係） 

（略） 

領域 （略） 

こころとか

らだのしく

み 
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めに必要な知

識・技術を修

得する。 

知識・実施手順） 

③経管栄養（基礎的

知識・実施手順） 

④演習 

（注）領域「医療的ケア」に関しては、別表１の留意事項と同様に取り

扱うこと。 

 

 

 

 

別表５（法第40条第２項第５号の介護福祉士養成施設関係） 

科目 教育に含むべき事項 到達目標 

人間の尊

厳と自立 

（ ５ 時

間）  

人間の尊厳と自立  

 

○尊厳の保持、自立・自律の

支援、ノーマライゼーショ

ン、利用者のプライバシー

の保護、権利擁護等、介護

の基本的な理念を理解し

ている。  

社会の理

解Ⅰ 

（ ５ 時

間） 

介護保険制度  

 

○介護保険制度の体系、目

的、サービスの種類と内

容、利用までの流れ、利用

者負担、専門職の役割等を

理解し、利用者等に助言で

きる。  

社会の理

解Ⅱ 

（ 30 時

間） 

①生活と福祉 

②社会保障制度 

③障害者自立支援制度 

④介護実践に関連する諸

制度 

○家族、地域、社会との関連

から生活と福祉をとらえ

ることができる。 

○社会保障制度の発達、体

系、財源等についての基本
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的な知識を修得している。  

○障害者自立支援制度の体

系、目的、サービスの種類

と内容、利用までの流れ、

利用者負担、専門職の役割

等を理解し、利用者等に助

言できる。 

○成年後見制度、生活保護制

度、保健医療サービス等、

介護実践に関連する制度

の概要を理解している。 

介護の基

本Ⅰ 

（ 10 時

間） 

①介護福祉士制度 

②尊厳の保持、自立に向

けた介護の考え方と展

開 

③介護福祉士の倫理 

○介護福祉士制度の沿革、法

的な定義・業務範囲・義務

等を理解している。  

○個別ケア、ICF（国際生活

機能分類）、リハビリテー

ション等の考え方を踏ま

え、尊厳の保持、自立に向

けた介護を展開するプロ

セス等を理解している。 

○介護福祉士の職業倫理、身

体拘束禁止・虐待防止に関

する法制度等を理解し、倫

理を遵守している。 

介護の基

本Ⅱ 

（ 20 時

間） 

①介護を必要とする人の

生活の理解と支援 

②介護実践における連携  

③介護における安全の確

保とリスクマネジメン

○介護を必要とする高齢者

や障害者等の生活を理解

し、ニーズや支援の課題を

把握することができる。 

○チームアプローチに関わ
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ト 

④介護福祉士の安全 

る職種や関係機関の役割、

連携方法に関する知識を

修得している。 

○リスクの分析と事故防止、

感染管理等、介護における

安全確保に関する知識を

修得している。 

○介護福祉士の心身の健康

管理や労働安全対策に関

する知識を修得している。 

コミュニ

ケーショ

ン技術 

（ 20 時

間） 

①介護におけるコミュニ

ケーション技術  

②介護場面における利用

者・家族とのコミュニ

ケーション 

③介護におけるチームの

コミュニケーション 

○利用者・家族とのコミュニ

ケーション・相談援助の技

術を修得している。 

○援助関係を構築し、ニーズ

や意欲を引き出すことが

できる。 

○利用者の感覚・運動・認知

等の機能に応じたコミュ

ニケーションの技法を選

択し活用できる。 

○状況や目的に応じた記録、

報告、会議等での情報の共

有化ができる。 

生活支援

技術Ⅰ 

（ 20 時

間） 

①生活支援とICF 

②ボディメカニクスの活

用 

③介護技術の基本（移

動・移乗、食事、入浴・

清潔保持、排泄、着脱、

○生活支援における ICF の

意義と枠組みを理解して

いる。 

○ボディメカニクスを活用

した介護の原則を理解し、

実施できる。 
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整容、 口腔清潔、家事

援助等） 

④環境整備、福祉用具活

用等の視点 

○介護技術の基本（移動・移

乗、食事、入浴・清潔保持、

排泄、着脱、整容、口腔清

潔、家事援助等）を修得し

ている。 

○居住環境の整備、福祉用具

の活用等により、利用者の

環境を整備する視点・留意

点を理解している。 

生活支援

技術Ⅱ 

（ 30 時

間） 

①利用者の心身の状況に

合わせた介護、福祉用

具等の活用、環境整備 

・移動・移乗 

・食事 

・入浴・清潔保持 

・排泄 

・着脱、整容、口腔清

潔 

・睡眠 

・終末期の介護 

○以下について、利用者の心

身の状態に合わせた介護、

福祉用具等の活用、環境整

備を行うことができる。 

・移動・移乗 

・食事 

・入浴・清潔保持 

・排泄 

・着脱、整容、口腔清潔 

・睡眠 

・終末期の介護 

介護過程

Ⅰ 

（ 20 時

間） 

①介護過程の基礎的知識 

②介護過程の展開 

③介護過程とチームアプ

ローチ 

○介護過程の目的、意義、展

開等を理解している。 

○介護過程を踏まえ、目標に

沿って計画的に介護を行

う。 

○チームで介護過程を展開

するための情報共有の方

法、各職種の役割を理解し

ている。 
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介護過程

Ⅱ 

（ 25 時

間） 

介護過程の展開の実際 

①利用者の状態（障害、

要介護度、医療依存度、

居住の場、家族の状況

等）について事例を設

定し、介護過程を展開

させる。 

②観察のポイント、安全

確保・事故防止、家族

支援、他機関との連携

等についても考察させ

る。 

○情報収集、アセスメント、

介護計画立案、実施、モニ

タリング、介護計画の見直

しを行うことができる。 

介護過程

Ⅲ（スク

ー リ ン

グ） 

（ 45 時

間） 

①介護過程の展開の実際 

・多様な事例を設定し、

介護過程を展開させ

るとともに、知識・

技術を総合的に活用

した分析力・応用力

を評価する。 

②介護技術の評価 

・介護技術の原理原則

の修得・実践ととも

に、知識・技術を総

合的に活用した判断

力、応用力を評価す

る。 

○実務者研修課程で学んだ

知識・技術を確実に修得

し、活用できる。 

○知識・技術を総合的に活用

し、利用者の心身の状況等

に応じて介護過程を展開

し、系統的な介護（アセス

メント、介護計画立案、実

施、モニタリング、介護計

画の見直し等）を提供でき

る。 

○介護計画を踏まえ、安全確

保・事故防止、家族との連

携・支援、他職種、他機関

との連携を行うことがで

きる。 

○知識・技術を総合的に活用
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し、利用者の心身の状況等

に応じた介護を行うこと

ができる。 

発達と老

化の理解

Ⅰ 

（ 10 時

間） 

①老化に伴う心の変化と

日常生活への影響 

②老化に伴うからだの変

化と日常生活への影響 

○老化に伴う心理的な変化

の特徴と日常生活への影

響を理解している。 

○老化に伴う身体的機能の

変化の特徴と日常生活へ

の影響を理解している。 

発達と老

化の理解

Ⅱ 

（ 20 時

間） 

①人間の成長・発達 

②老年期の発達・成熟と

心理 

③高齢者に多い症状・疾

病等と留意点 

○発達の定義、発達段階、発

達課題について理解して

いる。 

○老年期の発達課題、心理的

な課題（老化、役割の変化、

障害、喪失、経済的不安、

うつ等）と支援の留意点に

ついて理解している。 

○高齢者に多い症状・疾病等

と支援の留意点について

理解している。 

認知症の

理解Ⅰ 

（ 10 時

間） 

①認知症ケアの理念 

②認知症による生活障

害、心理・行動の特徴 

③認知症の人とのかかわ

り・支援の基本 

○認知症ケアの取組の経過

を踏まえ、今日的な認知症

ケアの理念を理解してい

る。 

○認知症による生活上の障

害、心理・行動の特徴を理

解している。 

○認知症の人やその家族に

対する関わり方の基本を
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理解している。 

認知症の

理解Ⅱ 

（ 20 時

間） 

①医学的側面から見た認

知症の理解 

②認知症の人や家族への

支援の実際 

○代表的な認知症（若年性認

知症を含む）の原因疾患、

症状、障害、認知症の進行

による変化、検査や治療等

についての医学的知識を

理解している。 

○認知症の人の生活歴、疾

患、家族・社会関係、居住

環境等についてアセスメ

ントし、その状況に合わせ

た支援ができる。 

○地域におけるサポート体

制を理解し、支援に活用で

きる。 

障害の理

解Ⅰ 

（ 10 時

間） 

①障害者福祉の理念 

②障害による生活障害、

心理・行動の特徴 

③障害児者や家族へのか

かわり・支援の基本 

○障害の概念の変遷や障害

者福祉の歴史を踏まえ、今

日的な障害者福祉の理念

を理解している。 

○障害（身体・知的・精神・

発達障害・難病等）による

生活上の障害、心理・行動

の特徴を理解している。 

○障害児者やその家族に対

する関わり・支援の基本を

理解している。 

障害の理

解Ⅱ 

（ 20 時

①医学的側面からみた障

害の理解 

②障害児者への支援の実

○様々な障害の種類・原因・

特性、障害に伴う機能の変

化等についての医学的知
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間） 際 識を修得している。 

○障害児者の障害、家族・社

会関係、居住環境等につい

てアセスメントし、その状

況に合わせた支援ができ

る。 

○地域におけるサポート体

制を理解し、支援に活用で

きる。 

こころと

からだの

しくみⅠ 

（ 20 時

間） 

介護に関係した身体の仕

組みの基礎的な理解（移

動・移乗、食事、入浴・

清潔保持、排泄、着脱、

整容、口腔清潔等） 

○介護に関係した身体の構

造や機能に関する基本的な

知識を修得している。 

こころと

からだの

しくみⅡ 

（ 60 時

間） 

①人間の心理 

②人体の構造と機能 

③身体の仕組み、心理・

認知機能等を踏まえた

介護におけるアセスメ

ント・観察のポイント、

介護・連携等の留意点 

・移動・移乗 

・食事 

・入浴・清潔保持 

・排泄 

・着脱、整容、口腔清

潔 

・睡眠 

・終末期の介護 

○人間の基本的欲求、学習・

記憶等に関する基礎的知

識を修得している。 

○生命の維持・恒常、人体の

部位、骨格・関節・筋肉・

神経、ボディメカニクス

等、人体の構造と機能につ

いての基本的な知識を修

得している。 

○身体の仕組み、心理・認知

機能等についての知識を

活用し、アセスメント、観

察、介護、他職種との連携

が行える。 
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医療的ケ

ア 

（50 時間

以上） 

①医療的ケア実施の基礎 

②喀痰吸引（基礎的知

識・実施手順） 

③経管栄養（基礎的知

識・実施手順） 

④演習 

○医療的ケアを安全・適切に

実施するために必要な知

識・技術を修得する。 

（注１）各科目について、Ⅰとされているものは基本的事項を学習する

ものであり、Ⅱとされているものは応用的事項を学習するものであ

る。従って、Ⅱとされているものについては、知識・技術の効果的

な定着を促す観点から、一定の実務経験を経た後に学習することが

望ましい。介護過程Ⅲを他の養成施設等に実施させる場合において

は、介護過程Ⅱにおける学習内容及び演習課題等との一貫性及び統

一性が確保されるよう実施先との十分な連携の下行うこと。 

（注２）「医療的ケア」の科目に関しては、別表１の留意事項と同様に取

り扱うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 34 - 

（様式１） 

介護福祉士養成施設設置計画書 

 

（略） 

９ 医療的ケ

アを担当する

教員 

      

      

      

（略） 
11 
開 
講 
科 
目 
対 
照 
表 

 

医療的ケア（50） 

  

  

  

医療的ケア合計  

（略） 
  
13 
教
育
用
機
械
器
具
及
び
模
型 

実習用モデル人形 

人体骨格模型 

成人用ベッド 

移動用リフト 

ｽﾗｲﾃﾞｨﾝｸﾞﾎﾞｰﾄﾞ・ﾏｯﾄ 

車いす 

簡易浴槽 

ストレッチャー 

排せつ用具 

歩行補助つえ 

盲人安全つえ 

体 

体 

床 

台 

台 

台 

槽 

個 

個 

本 

本 

視聴覚機器 

障害者用調理器具・食器類 

和式布団一式 

吸引装置一式 

経管栄養用具一式 

処置台又はワゴン 

吸引訓練モデル 

経管栄養訓練モデル 

心肺蘇生訓練用器材一式 

人体解剖模型 

器 

台 

式 

式 

式 

台 

体 

体 

式 

体 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

（様式１） 

介護福祉士養成施設設置計画書 

 

（略） 

12 

教
育
用
機
械
器
具
及
び
模
型 

 

実習用モデル人形 

人体骨格模型 

成人用ベッド 

移動用リフト 

ｽﾗｲﾃﾞｨﾝｸﾞﾎﾞｰﾄﾞ・ﾏｯﾄ 

車いす 

簡易浴槽 

ストレッチャー 

体 

体 

床 

台 

台 

台 

槽 

個 

排せつ用具 

歩行補助つえ 

盲人安全つえ 

視聴覚機器 

障害者用調理器具・食器類 

和式布団一式 

個 

本 

本 

器 

台 

式 

（略） 
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専任教員に関する調書 

（略） （略） 

医療的ケア教員講習会 

１．修了  （修了年月：  年  月） 

２．未修了 

３．全部免除 

（略） （略） 

 

医療的ケアを担当する教員に関する調書 
養成施設名  

氏名  

生年月日                                         年齢（   歳） 

最終学歴 

（学部、学科、専攻） 

 

該当番号  

医療的ケア教員講習会 
１．修了  （修了年月：  年  月） 

２．未修了 

 介護職員によるたんの吸引等

の試行事業又は研修事業（不特定

多数の者を対象としたものに限

る。）における指導者講習会 

１．修了 （ 年 月 日 ～ 年 月 日） 

２．未修了 

教 

育 

歴 

・ 

職 

歴 

名   称 教育内容又は業務内容 年  月 

   

   

   

   

合          計  

資 
格 
・ 
免 
許 

名   称 取得機関 取得年月日 

   

   

専任教員に関する調書 

（略） 略 
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・ 
学 
位 

   

   

   

   

（注１） 各教員ごとに作成すること。 

（注２） 修了した講習会の修了証の写しを添付すること。 

（注３） 「資格・免許・学位」欄に記載した資格等については、当該資格証

等の写しを添付すること。 

 

添付書類 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付書類 

（略） 
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（様式２） 

介護福祉士養成施設指定申請書 

（略） 
９ 医療的ケ

アを担当する

教員 

      

      

      

（略） 
11 
開 
講 
科 
目 
対 
照 
表 

 

医療的ケア（50） 

  

  

  

医療的ケア合計  

（略） 

12 

教
育
用
機
械
器
具
及
び
模
型 

 実習用モデル人形 

人体骨格模型 

成人用ベッド 

移動用リフト 

ｽﾗｲﾃﾞｨﾝｸﾞﾎﾞｰﾄﾞ・ﾏｯﾄ 

車いす 

簡易浴槽 

ストレッチャー 

排せつ用具 

歩行補助つえ 

盲人安全つえ 

体 

体 

床 

台 

台 

台 

槽 

個 

個 

本 

本 

視聴覚機器 

障害者用調理器具・食器類 

和式布団一式 

吸引装置一式 

経管栄養用具一式 

処置台又はワゴン 

吸引訓練モデル 

経管栄養訓練モデル 

心肺蘇生訓練用器材一式 

人体解剖模型 

器 

台 

式 

式 

式 

台 

体 

体 

式 

体 

（略） 

専任教員に関する調書 
（略） （略） 

医療的ケア教員講習会 

１．修了  （修了年月：  年  月） 

２．未修了 

３．全部免除 

（略） （略） 

 

（様式２） 

介護福祉士養成施設指定申請書 

（略） 

12 

教
育
用
機
械
器
具
及
び
模
型 

 

実習用モデル人形 

人体骨格模型 

成人用ベッド 

移動用リフト 

ｽﾗｲﾃﾞｨﾝｸﾞﾎﾞｰﾄﾞ・ﾏｯﾄ 

車いす 

簡易浴槽 

ストレッチャー 

体 

体 

床 

台 

台 

台 

槽 

個 

排せつ用具 

歩行補助つえ 

盲人安全つえ 

視聴覚機器 

障害者用調理器具・食器類 

和式布団一式 

個 

本 

本 

器 

台 

式 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専任教員に関する調書 

（略） （略） 
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医療的ケアを担当する教員に関する調書 

養成施設名  

氏名  

生年月日                                         年齢（   歳） 

最終学歴 

（学部、学科、専攻） 

 

該当番号  

医療的ケア教員講習会 

１．修了  （修了年月：  年  月） 

２．未修了 

 介護職員によるたんの吸引等

の試行事業又は研修事業（不特定

多数の者を対象としたものに限

る。）における指導者講習会 

１．修了 （ 年 月 日 ～ 年 月 日） 

２．未修了 

教 
育 
歴 
・ 
職 
歴 

名   称 教育内容又は業務内容 年  月 

   

   

   

   

合          計  

資 
格 
・ 
免 
許 
・ 
学 
位 

名   称 取得機関 取得年月日 
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（注１） 各教員ごとに作成すること。 

（注２） 修了した講習会の修了証の写しを添付すること。 

（注３） 「資格・免許・学位」欄に記載した資格等については、当該資格証

等の写しを添付すること。 

 

添付書類、様式３ 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付書類、様式３ 

（略） 

 



- 40 - 

（様式４） 

 

実地研修修了証明書 

 

フリガナ  

氏  名  

喀
痰
吸
引 

種  類 
実地研修修了の有無 

（修了したものに○をつけること） 

①口腔（10回以上）  

②鼻腔（20回以上）  

③気管カニューレ内部（20 回以

上） 

 

経
管
栄
養 

種  類 
実地研修修了の有無 

（修了したものに○をつけること） 

①胃ろう又は腸ろう（20回以上）  

②経鼻経管栄養（20回以上）  

 

  上記の者は、当養成施設において医療的ケアに関する実地研修を修

了したことを証明します。 

       年   月   日 

 

  所在地・連絡先                        

  養成施設・代表者氏名                  印      
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（様式５） 

介護福祉士実務者養成施設設置計画書 
１ 名 称  

２ 位 置  

３ 設置者 

（名称・所在地） 

名 称  

住 所  

４ 設置年月日  

５ 種類等 

 

 

種    類 
１学年 

の定員 

学級数 １学級 

の定員 

修 業 

年 限 

第５号養成施設(養成施設指定規則第 7 条の 2)  

（昼間課程・夜間課程・通信課程） 

    

６ 開講期間  

７ 養成施設の

長の氏名 

 ８ 事務職員   

の氏名 

 

9 専任教員 

（専任教員のう

ち責任者に

は、氏名の前

に◎印をする

こと） 

氏    名 年齢 担当科目 資格名 該当番号 
教員調書 

頁番号 

      

      

      

      

10 介護過程Ⅲ

（面接授業） 

を担当する教員 

      

      

      

11 医療的ケア

を担当する教

員  

      

      

      

12 その他の教

員 
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13 

 

 

 

開 

講 

科 

目 

 

 

 指定規則上の科目名 

（時間数） 
時間数 

教育の内容の一部を他の養成施設等に実施させる

場合にあっては実施先の名称 

人間の尊厳と自立 

（５） 

  

社会の理解Ⅰ 

（５） 

  

社会の理解Ⅱ 

（３０） 

  

介護の基本Ⅰ 

（１０） 

  

介護の基本Ⅱ 

（２０） 

  

コミュニケーション技術 

（２０） 

  

生活支援技術Ⅰ 

（２０） 

  

生活支援技術Ⅱ 

（３０） 

  

介護過程Ⅰ 

（２０） 

  

介護過程Ⅱ 

（２５） 

  

介護過程Ⅲ 

（４５） 

  

発達と老化の理解Ⅰ 

（１０） 
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発達と老化の理解Ⅱ 

（２０） 

  

認知症の理解Ⅰ 

（１０） 

  

認知症の理解Ⅱ 

（２０） 

  

障害の理解Ⅰ 

（１０） 

  

障害の理解Ⅱ 

（２０） 

  

こころとからだのしくみⅠ 

（２０） 

  

こころとからだのしくみⅡ 

（６０） 

  

医療的ケア 

（５０） 

  

合計 

（４５０） 

 

14 

 

建 

物 

土地面積 

教室等 

の名称 

（各室毎に

記 

入すること） 

面  積 共用先 

（共用する

場合につ

いてのみ

記入） 

教室等 

の名称 

（各室毎に

記入するこ

と） 

面  積 共用先 

（共用する

場合につい

てのみ記

入） 

          ㎡         ㎡  

          ㎡         ㎡  

建物延面積 

          ㎡         ㎡  

          ㎡         ㎡  

          ㎡         ㎡  

          ㎡         ㎡  
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          ㎡         ㎡  

15 

教

育

用

機

械

器

具

及

び

模

型 

実習用モデル人形 

人体骨格模型  

成人用ベッド 

移動用リフト   

ｽﾗｲﾃﾞｨﾝｸﾞﾎﾞｰﾄﾞ・ﾏｯﾄ 

車いす 

簡易浴槽 

ストレッチャー 

排せつ用具 

歩行補助つえ  

盲人安全つえ  

体 

     体 

床 

台 

台 

台 

槽 

個 

個 

    本 

        本        

視聴覚機器    

障害者用調理器具・食器類 

和式布団一式 

吸引装置一式 

経管栄養用具一式 

処置台又はワゴン 

吸引訓練モデル 

経管栄養訓練モデル 

心肺蘇生訓練用器材一式 

人体解剖模型 

器 

        台 

        式

式 

式 

台 

体 

体 

式 

体 

16 

面 

接 

授 

業 

施設名及び施設

種 

氏名（法人に 

あっては名称） 

設 置 

年月日 

位 置 入所 

定員 

担当 

教員 

      

17 整備に要す

る経費 

区分 整備方法 金額 

土地 自己所有・寄付・買収・その他（      ） 千円 

建物 自己所有・寄付・買収・その他（      ） 千円 

設備  千円 

合計  千円 

18 資金計画 

区分 金額 

自己資金 千円 

借入金 千円 

その他（具体的に） 千円 

合計 千円 

（注１）記載事項が多いため、この様式によることができないときは、適宜様

式の枚数を増加し、この様式に準じた設置計画書を作成すること。 
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（注２）６の開講期間には、授業開始年月日及び授業修了年月日を記載するこ

と。なお、１年間に複数回実施する場合については複数回分の開講期間を記

載すること。 

（注３）７の養成施設の長の氏名には、設置者が養成施設でない場合にあって

は設置者の長の氏名を記載すること。 

（注４）９の教務に関する主任者、10の面接授業を担当する教員及び11の医療

的ケアを担当する教員の資格名欄には、介護福祉士、医師、保健師、助産師、

看護師の資格を持つ者について記入すること。 

（注５）９の専任教員のうち教務に関する主任者の該当番号の欄には、指定規

則第７条の２第１項ホ（１）、（２）、（３）、（４）、（５）のうち該当する条項

を記入すること。（例（１）） 

    また、医療的ケアを担当する教員の該当番号の欄には、 

   （１） 医療的ケア教員講習会修了者であって、かつ医師、保健師、助  

産師、看護師の資格を取得した後５年以上の実務経験を有する者 

   （２） 介護職員によるたんの吸引等の試行事業又は研修事業（不特定

多数の者を対象としたものに限る。）における指導者講習会を修了

した者であって、かつ医師、保健師、助産師、看護師の資格を取得

した後５年以上の実務経験を有する者 

 のうち、いずれか該当する番号を記載すること。 

（注６）10の面接授業を担当する教員については、面接授業を担当する教員に

関する調書を作成すること。また、医療的ケアを担当する教員については、

医療的ケアを担当する教員に関する調書を作成すること。ただし、9の専任教

員のうち教務に関する主任者が医療的ケアを担当する教員を兼ねる場合また

は面接授業を担当する教員を兼ねる場合にあっては、教務に関する主任者に

係る教員調書のみ作成すれば足りるものとし、この場合、教務に関する主任

者、医療的ケアを担当する教員又は面接授業を担当する教員である旨がそれ

ぞれ確認できるようにすること。 
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教務に関する主任者に関する調書 
養成施設名  

氏名  

生年月日                                         年齢（   歳） 

最終学歴 

（学部、学科、専攻） 

 

担当予定科目  

該当番号  

実務者研修教員講習会 
１．修了  （修了年月：  年  月） 

２．未修了 

介護教員講習会 
１．修了  （修了年月：  年  月） 

２．未修了 

実務者研修教員講習会の講師 講習会実施主体名            

医療的ケア教員講習会 
１．修了  （修了年月：  年  月） 

２．未修了 

介護職員によるたんの吸引等の試

行事業又は研修事業（不特定多数

の者を対象としたものに限る。）に

おける指導者講習会 

１．修了 （ 年 月 日 ～ 年 月 日） 

２．未修了 

介護過程Ⅲにおける修了講習会 

１．実習指導者講習会  （修了年月：  年  月） 

２．介護教員講習会   （修了年月：  年  月） 

３．実務者研修教員講習会（修了年月：  年  月） 

４．主任指導者養成講習会（修了年月：  年  月） 

５．指導者養成講習会   （修了年月：  年   月） 

６．未修了 

教 

育 

歴 

・ 

職 

名   称 教育内容又は業務内容 年  月 
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歴 合          計  

資 
格 
・ 
免 
許 
・ 
学 
位 

名   称 取得機関 取得年月日 

   

   

   

（注１）教務に関する主任者ごと作成すること。 

（注２）修了した講習会の修了証の写しを添付すること。 

（注３）「資格・免許・学位」欄に記載した資格等については、当該資格証等の

写しを添付すること。 

（注４）実務経験の対象となる業務は、「指定施設における業務の範囲等及び介

護福祉士試験の受験資格の認定に係る介護等の業務の範囲等について」（昭和63

年２月12日付け社庶第29号）を参照のこと。 

 

介護過程Ⅲ（面接授業）を担当する教員に関する調書 
養成施設名  

氏名  

生年月日 年齢（   歳） 

最終学歴 

（学部、学科、専攻） 
 

担当予定科目  

該当番号  

修了講習会 

１．実習指導者講習会  （修了年月：  年  月） 

２．介護教員講習会   （修了年月：  年  月） 

３．実務者研修教員講習会（修了年月：  年  月） 

４．主任指導者養成講習会（修了年月：  年  月） 

５．指導者養成講習会   （修了年月：  年  月） 

６．未修了 

教 

育 

名   称 教育内容又は業務内容 年  月 

   



- 48 - 

歴 

・ 

職 

歴 

   

   

   

合          計  

資 
格 
・ 
免 
許 
・ 
学 
位 

名   称 取得機関 取得年月日 

   

   

   

   

（注１）面接授業を担当する教員ごとに作成すること。 

（注２）修了した講習会の修了証の写しを添付すること。 

（注３）「資格・免許・学位」欄に記載した資格等については、当該資格証等の

写しを添付すること。 

（注４）実務経験の対象となる業務は、「指定施設における業務の範囲等及び介

護福祉士試験の受験資格の認定に係る介護等の業務の範囲等について」（昭和63

年２月12日付け社庶第29号）を参照のこと。 

（注５）他の養成施設等に実施させる場合は、実施先の面接授業担当教員ごと

に作成すること。 

 

医療的ケアを担当する教員に関する調書 
養成施設名  

氏名  

生年月日                                         年齢（   歳） 

最終学歴 

（学部、学科、専攻） 

 

該当番号  

医療的ケア教員講習会 
１．修了  （修了年月：  年  月） 

２．未修了 

 介護職員によるたんの吸引等の １．修了 （ 年 月 日 ～ 年 月 日） 
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試行事業又は研修事業（不特定多

数の者を対象としたものに限る。）

における指導者講習会 

２．未修了 

教 

育 

歴 

・ 

職 

歴 

名   称 教育内容又は業務内容 年  月 

   

   

   

   

合          計  

資 

格 

・ 

免 

許 

・ 

学 

位 

名   称 取得機関 取得年月日 

   

   

   

   

   

   

（注１） 各教員ごとに作成すること。 

（注２） 修了した講習会の修了証の写しを添付すること。 

（注３） 「資格・免許・学位」欄に記載した資格等については、当該資格証

等の写しを添付すること。 

 

添付書類 

 

１ 設置者に関する書類 

  ア 法人の寄附行為又は定款 

  イ 役員名簿 

  ウ 申請年度の事業計画及び収支予算書 

  エ 介護福祉士の養成について議決している旨を記載した議事録 

  オ 実務者学校の長の履歴､就任承諾書 
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２ 建物に関する書類 

  配置図及び平面図(建設予定の場合は設計図) 

３ 整備に関する書類 

（１）土地 

 登記簿謄本(寄附を受ける場合にあっては寄附予定地のもの)､寄附確約書､買

収又は賃借の場合は契約書 

（２）建物 

 登記簿謄本(寄附を受ける場合にあっては寄附予定のもの)､寄附確約書､買収

の場合は契約書 

４ 資金計画に関する書類 

（１）自己資金 

   金融機関による残高証明書等 

（２）借入金 

  ア 融資予定額､金融機関名､返済期間及び償還計画等を記載した書類 

  イ 融資内諾書等の写 

（３）寄附金 

  ア 寄附申込書 

  イ 寄附をする者の財産を証明する書類 

５ 学則 

６ 入所者選抜の概要（学生等の受入の方針、受入方策等） 

７ 専任教員及び面接授業を担当する教員の就任承諾書 

８ 教育用機械器具及び模型の目録 

９ 時間割及び授業概要（別表５の教育に含まれる事項に該当する箇所に下線

を引くこと。） 

10 実務者学校に係る収支予算及び向う２年間の財政計画 

11 教育の内容の一部を他の養成施設等に実施させる場合は、実施先の承諾書。 

 

※ 通信課程を設ける場合には１から11に加え以下の書類を添付すること。 

12 通信養成を行う地域 

13 添削その他の指導の方法（各科目ごとに１回以上行い、採点、講評等をも
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らう） 

14 面接授業実施期間における講義室及び演習室の使用についての当該施設の

設置者の承諾書 

15 課程修了の認定方法 

16 通信養成に使用する教材の目録 
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（様式６） 

 

 

 番     号 

 年  月  日 

 

 

 

地方厚生（支）局長 殿 

 

 

 

申  請  者  印 

 

 

 

介護福祉士実務者学校指定申請書 

 

 

 

 標記について、社会福祉士及び介護福祉士法施行令第３条の規定に基

づき申請します。 

 

 

 

 

 

 

 



- 53 - 

介護福祉士実務者養成施設指定申請書 
１ 名 称  

２ 位 置  

３ 設置者 

（名称・所在地） 

名 称  

住 所  

４ 設置年月日  

５ 種類等 

 

 

種    類 
１学年 

の定員 

学級数 １学級 

の定員 

修 業 

年 限 

第５号養成施設(養成施設指定規則第 7 条の 2) 

（昼間課程・夜間課程・通信課程） 

    

６ 開講期間  

７ 養成施設の

長の氏名 

 ８ 事務職員   

の氏名 

 

9 専任教員 

（専任教員のう

ち教務に関する

主任者には、氏名

の前に◎印をす

ること） 

氏    名 年齢 担当科目 資格名 該当番号 
教員調書 

頁番号 

      

      

      

      

10 介護過程Ⅲ

（面接授業） 

を担当する教員 

      

      

      

11 医療的ケア

を担当する教

員  

      

      

      

12 その他の教

員 

      

      

      

      

      

      

13 

 

 

 

開 

講 

 指定規則上の科目名 

（時間数） 
時間数 

教育の内容の一部を他の養成施設等に実施させる

場合にあっては実施先の名称 

人間の尊厳と自立 

（５） 

  

社会の理解Ⅰ 

（５） 
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科 

目 

 

社会の理解Ⅱ 

（３０） 

  

介護の基本Ⅰ 

（１０） 

  

介護の基本Ⅱ 

（２０） 

  

コミュニケーション技術 

（２０） 

  

生活支援技術Ⅰ 

（２０） 

  

生活支援技術Ⅱ 

（３０） 

  

介護過程Ⅰ 

（２０） 

  

介護過程Ⅱ 

（２５） 

  

介護過程Ⅲ 

（４５） 

  

発達と老化の理解Ⅰ 

（１０） 

  

発達と老化の理解Ⅱ 

（２０） 

  

認知症の理解Ⅰ 

（１０） 

  

認知症の理解Ⅱ 

（２０） 

  

障害の理解Ⅰ 

（１０） 

  

障害の理解Ⅱ 

（２０） 

  

こころとからだのしくみⅠ 

（２０） 

  

こころとからだのしくみⅡ 

（６０） 

  

医療的ケア 

（５０） 

  

合計 

（４５０） 
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14 

 

建 

物 

土地面積 

教室等 

の名称 

（各室毎に

記 

入すること） 

面  積 共用先 

（共用する

場合につ

いてのみ

記入） 

教室等 

の名称 

（各室毎に

記 

入すること） 

面  積 共用先 

（共用する

場合につ

いてのみ

記入） 

          ㎡         ㎡  

          ㎡         ㎡  

建物延面積 

          ㎡         ㎡  

          ㎡         ㎡  

          ㎡         ㎡  

          ㎡         ㎡  

          ㎡         ㎡  

15 

教

育

用

機

械

器

具

及

び

模

型 

実習用モデル人形 

人体骨格模型  

成人用ベッド 

移動用リフト   

ｽﾗｲﾃﾞｨﾝｸﾞﾎﾞｰﾄﾞ・ﾏｯﾄ 

車いす 

簡易浴槽 

ストレッチャー 

排せつ用具 

歩行補助つえ  

盲人安全つえ  

体 

     体 

床 

台 

台 

台 

槽 

個 

個 

    本 

        本        

視聴覚機器    

障害者用調器具・食器類 

和式布団一式 

吸引装置一式 

経管栄養用具一式 

処置台又はワゴン 

吸引訓練モデル 

経管栄養訓練モデル 

心肺蘇生訓練用器材一式 

人体解剖模型 

器 

        台 

        式 

式 

式 

台 

体 

体 

式 

体 

16 

面 

接 

授 

業 

施設名及び施設

種 

氏名（法人に 

あっては名称） 

設 置 

年月日 

位 置 入所 

定員 

担当 

教員 

      

（注１）記載事項が多いため、この様式によることができないときは、適宜様

式の枚数を増加し、この様式に準じた指定申請書を作成すること。 

（注２）６の開講期間には、授業開始年月日及び授業修了年月日を記載するこ

と。なお、１年間に複数回実施する場合については複数回分の開講期間を記

載すること。 

（注３）７の養成施設の長の氏名には、設置者が養成施設でない場合にあって

は設置者の長の氏名を記載すること。 

（注４）９の教務に関する主任者、10の面接授業を担当する教員及び11の医療
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的ケアを担当する教員の資格名欄には、介護福祉士、医師、保健師、助産師、

看護師の資格を持つ者について記入すること。 

（注５）９の専任教員のうち教務に関する主任者の指針該当番号の欄には、指

定規則第７条の２第１項ホ（１）、（２）、（３）、（４）、（５）のうち該当する

条項を記入すること。（例（１）） 

    また、医療的ケアを担当する教員の該当番号の欄には、 

   （１） 医療的ケア教員講習会修了者であって、かつ医師、保健師、助

産師の資格を取得した後５年以上の実務経験を有する者 

   （２） 介護職員によるたんの吸引等の試行事業又は研修事業（不特定

多数の者を対象としたものに限る。）における指導者講習会を修了した者であ

って、かつ医師、保健師、助産師の資格を取得した後５年以上の実務経験を

有する者 

のうち、いずれか該当する番号を記載すること。 

（注６）10の面接授業を担当する教員については、面接授業を担当する教員に

関する調書を作成すること。また、医療的ケアを担当する教員については、

医療的ケアを担当する教員に関する調書を作成すること。但し、9の専任教員

のうち教務に関する主任者が医療的ケアを担当する教員を兼ねる場合または

面接授業を担当する教員を兼ねる場合にあっては、教務に関する主任者に係

る教員調書のみ作成すれば足りるものとし、この場合、教務に関する主任者、

医療的ケアを担当する教員又は面接授業を担当する教員である旨がそれぞれ

確認できるようにすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 57 - 

教務に関する主任者に関する調書 
養成施設名  

氏名  

生年月日                                         年齢（   歳） 

最終学歴 

（学部、学科、専攻） 

 

担当予定科目  

該当番号  

実務者研修教員講習会 
１．修了  （修了年月：  年  月） 

２．未修了 

介護教員講習会 
１．修了  （修了年月：  年  月） 

２．未修了 

実務者研修教員講習会の講師 講習会実施主体名            

医療的ケア教員講習会 
１．修了  （修了年月：  年  月） 

２．未修了 

介護職員によるたんの吸引等の試

行事業又は研修事業（不特定多数

の者を対象としたものに限る。）に

おける指導者講習会 

１．修了 （ 年 月 日 ～ 年 月 日） 

２．未修了 

介護過程Ⅲにおける修了講習会 

１．実習指導者講習会  （修了年月：  年  月） 

２．介護教員講習会   （修了年月：  年  月） 

３．実務者研修教員講習会（修了年月：  年  月） 

４．主任指導者養成講習会（修了年月：  年  月） 

５．指導者養成講習会   （修了年月：  年   月） 

６．未修了 

教 

育 

歴 

・ 

職 

名   称 教育内容又は業務内容 年  月 
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歴 合          計  

資 
格 
・ 
免 
許 
・ 
学 
位 

名   称 取得機関 取得年月日 

   

   

   

（注１）教務に関する主任者ごと作成すること。 

（注２）修了した講習会の修了証の写しを添付すること。 

（注３）「資格・免許・学位」欄に記載した資格等については、当該資格証等の

写しを添付すること。 

（注４）実務経験の対象となる業務は、「指定施設における業務の範囲等及び介

護福祉士試験の受験資格の認定に係る介護等の業務の範囲等について」（昭和63

年２月12日付け社庶第29号）を参照のこと。 

 

介護過程Ⅲ（面接授業）を担当する教員に関する調書 
養成施設名  

氏名  

生年月日 年齢（   歳） 

最終学歴 

（学部、学科、専攻） 
 

担当予定科目  

該当番号  

修了講習会 

１．実習指導者講習会  （修了年月：  年  月） 

２．介護教員講習会   （修了年月：  年  月） 

３．実務者研修教員講習会（修了年月：  年  月） 

４．主任指導者養成講習会（修了年月：  年  月） 

５．指導者養成講習会   （修了年月：  年  月） 

６．未修了 

教 

育 

名   称 教育内容又は業務内容 年  月 

   



- 59 - 

歴 

・ 

職 

歴 

   

   

   

合          計  

資 
格 
・ 
免 
許 
・ 
学 
位 

名   称 取得機関 取得年月日 

   

   

   

   

（注１）面接授業を担当する教員ごとに作成すること。 

（注２）修了した講習会の修了証の写しを添付すること。 

（注３）「資格・免許・学位」欄に記載した資格等については、当該資格証等の

写しを添付すること。 

（注４）実務経験の対象となる業務は、「指定施設における業務の範囲等及び介

護福祉士試験の受験資格の認定に係る介護等の業務の範囲等について」（昭和63

年２月12日付け社庶第29号）を参照のこと。 

（注５）他の養成施設等に実施させる場合は、実施先の面接授業担当教員ごと

に作成すること。 

 

医療的ケアを担当する教員に関する調書 
養成施設名  

氏名  

生年月日                                         年齢（   歳） 

最終学歴 

（学部、学科、専攻） 

 

該当番号  

医療的ケア教員講習会 
１．修了  （修了年月：  年  月） 

２．未修了 

 介護職員によるたんの吸引等の １．修了 （ 年 月 日 ～ 年 月 日） 
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試行事業又は研修事業（不特定多

数の者を対象としたものに限る。）

における指導者講習会 

２．未修了 

教 

育 

歴 

・ 

職 

歴 

名   称 教育内容又は業務内容 年  月 

   

   

   

   

合          計  

資 

格 

・ 

免 

許 

・ 

学 

位 

名   称 取得機関 取得年月日 

   

   

   

   

   

   

（注１）各教員ごとに作成すること。 

（注２）修了した講習会の修了証の写しを添付すること。 

（注３）「資格・免許・学位」欄に記載した資格等については、当該資格証等の

写しを添付すること。 
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添付書類 

 

１ 設置者に関する書類 

  ア 法人の寄附行為又は定款 

  イ 役員名簿 

  ウ 申請年度の事業計画及び収支予算書 

  エ 介護福祉士の養成について議決している旨を記載した議事録 

  オ 実務者学校の長の履歴､就任承諾書 

２ 建物に関する書類 

  配置図及び平面図(建設予定の場合は設計図) 

３ 整備に関する書類 

（１）土地 

 登記簿謄本(寄附を受ける場合にあっては寄附予定地のもの)､寄附確約書､買

収又は賃借の場合は契約書 

（２）建物 

 登記簿謄本(寄附を受ける場合にあっては寄附予定のもの)､寄附確約書､買収

の場合は契約書 

４ 資金計画に関する書類 

（１）自己資金 

   金融機関による残高証明書等 

（２）借入金 

  ア 融資予定額､金融機関名､返済期間及び償還計画等を記載した書類 

  イ 融資内諾書等の写 

（３）寄附金 

  ア 寄附申込書 

  イ 寄附をする者の財産を証明する書類 

５ 学則 

６ 入所者選抜の概要（学生等の受入の方針、受入方策等） 

７ 専任教員及び面接授業を担当する教員の就任承諾書 

８ 教育用機械器具及び模型の目録 
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９ 時間割及び授業概要（別表５の教育に含まれる事項に該当する箇所に下線

を引くこと。） 

10 実務者学校に係る収支予算及び向う２年間の財政計画 

11 教育の内容の一部を他の養成施設等に実施させる場合は、実施先の承諾書。 

 

※ 通信課程を設ける場合には１から11に加え以下の書類を添付すること。 

12 通信養成を行う地域 

13 添削その他の指導の方法（各科目ごとに１回以上行い、採点、講評等をも

らう） 

14 面接授業実施期間における講義室及び演習室の使用についての当該施設の

設置者の承諾書 

15 課程修了の認定方法 

16 通信養成に使用する教材の目録 

 

 


